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総合科学技術会議 科学技術システム改革専門調査会第１６回議事録（案） 
 
１．日時：平成１５年４月１７日（水）１４：００～１６：００ 
２．場所：中央合同庁舎第４号館 共用第４特別会議室 
３．出席者： 
 細田博之大臣 
【委員】井村裕夫会長、阿部博之議員、大山昌伸議員、黒田玲子議員、 

薬師寺泰蔵議員、青木昌彦委員、市川惇信委員、小野田武委員、笠見昭信委
員、 
亀井俊郎委員、岸輝雄委員、三輪睿太郎委員、山下義通委員 

【事務局】大熊統括官、上原審議官、永松審議官、和田審議官、三浦参事官、
木村参事官 
 
 
４．議題： 
● 競争的資金制度改革プロジェクトのとりまとめについて 
● 研究開発型ベンチャープロジェクトチームの検討状況について 
５．議事要旨 
 
●競争的資金制度改革プロジェクトのとりまとめについて 
 

○和田審議官  会長が少し遅れますので、始めさせていただきたい。 

  まず、競争的資金制度改革プロジェクトの方につき、担当の木村参事官から

お願いする。 

 

（事務局から資料１について説明） 

 

○井村会長 

  前の会議が遅れまして大変失礼しました。昨年４月からおおよそ１年をかけ、

競争的資金改革のプロジェクトを 15 回行い、いろいろ御議論をいただいた。本

日出席の委員の中では、青木委員と小野田委員も参加をしていただいた。それ

のまとめが今の資料１です。 いろんな改革のポイントが、今の説明のとおりに

あるが、御意見を伺いたいと考えている。 

 

○市川専門委員 

 一昨日この原稿をいただき、それを読んで申し上げるので、あるいは昨日変

更した部分があって、ピント外れになっていることがあるかもしないが、まず

資料２ 
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大きなところを申し上げたい。 

  それは、競争的研究資金というカテゴリーの取り方である。3 頁の中辺の注

に書かれているが、基本的に個人が独創的な研究課題を提案してお金をもらう

というとこるに限定している。恐らく、補助金は国の機関には出せないので個

人に出すほかないという制約と、かなり大きな施設･設備等は競争的資金からで

はなく各省マターとして予算を取ってきたという歴史を引きずっているせいで

あろう。この中では米国の例が随分引用されているが、米国の場合には、それ

だけではなくて、特定の研究課題あるいは研究活動について組織で応募すると

いう競争的環境がつくられている。私の記憶ではスパコンをどこに置くかと言

ったときに、3 つか 4 つの大学が競争的に応募して、特定の 1 つに落ち着いた

という経緯があるし、また超高磁場の装置についても、そういうことが行われ

ていた。いずれもＮＳＦからのファンディングである。したがって、競争的資

金のうちに、組織間競争、あるいは組織にまたがったグループ間競争も入れた

方が、透明な形でかつ効率的に研究資金が使えると思うので、可能ならぱそう

いうことも取り込んで検討する場をつくっていただきたい。 

 

○井村会長 

  ありがとうございました。競争的研究資金とは何ぞやというのは、やはり冒

頭に議論した。今おっしゃったようなポイントもあるわけで、プロジェクト型

でいろんな機械、機器を付けるときに、現在では必ずしもオープンな競争をし

ていない問題がある。それから、これはオープンだが、新しいものとして、例

えば 21 世紀ＣＯＥのようなものも出てきて、これもある意味では競争的資金か

もしれない。いろんな議論があったが、今回は従来型の競争的資金の改革を、

まず第一歩にしようということにして、従来型の個人が応募する研究、あるい

はグループを組んで応募する研究費の在り方の改革ということにした。これか

らの課題は、もう少しプロジェクト型の研究費をどういうふうに決めていくか、

そこにどういう透明性を持たせるのか、その辺はかなり大きな課題として残っ

ていると思うので、それについてはまた何らかの形で検討をしていく必要があ

ると思う。 

  

○木村参事官 
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  今、御指摘の３ページの注はそうなってますが、６ページに（３）というの

があり、一番下の○に日本の競争的資金制度を大別すれば、研究者の自由な発

想に基づく研究と、それから特定の政策目的達成の公募型の研究開発に分類で

きるというふうに２つ大別している。 日本の競争的資金制度は、科研費に代表

される１つの大きな流れと、それから平成７年度にＮＥＤＯが補正でやったも

のから、平成８年度ぐらいにかけて特殊法人で出資機能を活用したものが出て

きて、それらがあわせた形で競争的資金制度と言われている。 それで 26 制度

のうち、ここにプログラムオフィサーとかいろいろ提言していますが、勿論、

26 制度のうち半分ぐらいは機関を対象にした競争的資金制度で、３ページのど

こかの記述で、研究者の競争的資金のような記述があったように思うが、基本

的には機関が対象なっているもの、それから個人が対象になっているものとい

う区分はした上で、両方についての提言ということになっています。 

 

○井村会長 

  それは、いまの質問と少し違うわけで、いまの指摘はここで取り上げたもの

以外にも、もう少しさまざまなプロジェクトがあるということです。例えば、

ＮＭＲの装置をどこに置くのか、そういうときには今のところ、必ずしもオー

プンな公募になっていないと思う。だから、いわゆるプロジェクト型として進

んでいるものは、ここでは取り上げていない。勿論、ミッション・オリエンテ

ッドなものは確かにあるわけで、研究者の自由な発想と、ある分野を決めて公

募するのとがあるが、それ以外に、更にプロジェクトとして、例えばＮＭＲを

何台か買って配るとか、そういうときの問題は必ずしも入っていない。だから、

競争的資金の明確な定義というのはなかなか難しいところがある。 

 

○笠見専門委員 

  競争的資金の定義は別として、今あるように個人ベースあるいは、グループ

が中心だという前提に立った場合に、重要なことが２つある。１つはやはりフ

ァンディングエージェンシーの性格であり、もう一つは人材の流動性だと思う

が、この２つがうまく動かないとだめだと思っていて、まず、ファンディング

エージェンシーの方だが、16 ページにも書いてあるように、今ある 26 制度、

それから省庁も６で法人が７とかをどういう形に集約するのか、その中でプロ
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グラムディレクターは、どういう範囲のものを所轄して、どういう権限を持つ

のかが全然見えない。だからそこにちゃんとメスを入れる必要があるというの

が第１点です。第２点は、人材の流動性ですが、特に若い人の流動性でが、基

本的には任期付きの任用をうまく使うということです。どこかの大学の若手の

助教授が研究責任者になってこういうことがやりたいという場合に、それをや

るためにはＡとＢという人材が必要で、それは企業にいる人もいるかもしれな

いし、いろんなところにいる場合がある。その人がある期間、そのプロジェク

トにどういう形で参加するのか、あるいは大学を移って参加するのか、そのと

きに何年間そういう費用を保障するのかなどが実行面で重要である。また現在

ポスト・ドクにおこなっている支援などとリンクさせることも必要であると思

う。以上の２つのことがちゃんとしていないと、かけ声だけに終わってしまう

可能性があると思うが、どういう議論の経過になっているのか。 

 

○井村会長 

  ファンディングエージェンシーについては、バイオテクノロジー戦略会議で

もかなり議論をした。バイオテクノロジー戦略会議では、各省を通じて共通の

ファンディングエージェンシーを持てという意見があった。それを総合科学技

術会議の下に置きなさいということだった。ただ、現在の政府の仕組みでは、

総合科学技術会議は実施機関ではないので、お金を持ってはいけないことにな

っており、実に予算の少ない機関です。だからそこへ付けるとなると、これは

法改正まで必要になる。そこでファンディングエージェンシーは、各省でもっ

ていただき、そうしてファンディングエージェンシーの代表の会議を総合科学

技術会議のイニシアチブでやっていこうということが書き込んである。 

  具体的には、例えば文部科学省ですと、１つないし２つのファンディングエ

ージェンシーを持ってもらう。それから厚生労働省とか経済産業省もファンデ

ィングエージェンシーを持ってもらう。それは、独立行政法人であることが望

ましい。独立行政法人ですと、運営費交付金として出せますから、使い勝手が

よくなり、独立性が強くなる。ある程度自主性を持つことができるようになる

わけです。その中のプログラムディレクターと言いますのは、そのプログラム

全体を統括する立場の人であり、相当な研究歴のある人を考えています。プロ

グラムオフィサーというのは、そのプログラムディレクターの下で、それぞれ



 5 

の分野での研究費のプログラムを担当をする。例えば、実験物理なら実験物理

とか、あるいはもう少し細かくやる。数によっていろいろな形が出てくると思

うが、そういう考え方で構想をまとめたわけです。いろんな制約の下で考えて

いかないといけないが、一応プログラムディレクターの会議を重視して、そこ

で省庁の枠を超えて、いろんな協力とか、あるいは調整をやれるようにしたい

と考えているわけです。プログラムディレクターとプログラムオフィサーの予

算は付き始めた。もう既に平成 15 年度から付け始めている。ただし、まだまだ

数は不十分で非常勤が多いですから、これを今後３年なり４年の間にできるだ

け常勤化してもらいたいと我々は考えている。例えば、アメリカとは比較にも

ならないが、ドイツでも科研費よりやや少ないお金をＤＦＧが配っている。こ

こでも 125 名のＰｈ．Ｄ．がプログラムオフィサーとして働いて、それぞれ自

分の担当分野を決めてマネージメントをしている。そういう仕組みが日本でも

ないといけないだろうと思う。恐らく、先進諸国の中でそういう仕組みのはっ

きりしない国は日本だけだろうと思う。それから、流動性の問題だが、これは

非常に大きな問題である。これは、一方では大学改革と並行してやっていくこ

とが必要だろうと思い、そのことはここに一応我々の提言として書き込んでい

る。それと同時に、例えばポスト・ドクの給与なんかを研究費からかなり自由

に出せるようにしていく。あるいは研究補助員の給与、それも書き込んでいる。

それによって、ある研究者が１つのやや大きな研究費をもらえれば、それで２

人のポスト・ドクを雇うとか、そういうことが可能になってくるわけで、それ

を公募してもらうということによって、流動性を高めることができるだろうと

思う。最も大きな問題は、日本の大学で、いわゆるキャリアパスというのがは

っきりしていないわけです。だから、ポスト・ドク制度を導入したが、ポス

ト・ドクは助手のウェーティングリストに並んでいるようなものになってしま

っている。それで助手になると一応終身雇用になってしまう。その辺がまだ極

めてあいまいであるので、そこを変えていかないと、なかなか流動性も高まら

ないだろうと思っており、そのことはかなり書いております。 

  

○笠見専門委員 

  人材の流動性の方は、何年間か、３年間なら３年間それを保障するというこ

とが最初に決まらないと人が動けないわけです。だから、そういう枠組みが、
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ここでは年度を超えて予算を執行するとか書いてあるが、最初にそういうもの

がないと、動く人が非常に辛い。そこが１つのポイントと思うが、そこはどう

ですか。 

 

○井村会長 

  ポスト・ドクの取れるような制度は、大体５年ものが多いと思う。ポスト・

ドクが取れるような予算の競争資金は５年ものが多いわけです。だから、これ

を年度を超えて使えるようになれば、給料も途絶えずに払うことができますか

ら、５年間の保障ができるわけです。もし、途中で１人が辞めたら、あとの残

任期間を別の人を雇って、３年なら３年の保障ができますから、そういう意味

では、一定期間の保障は可能になると思う。 

   

○市川専門委員 

 今、会長がおっしやったファンディングエージェンシーの間での調整のための

プログラムディレクター会議について私が気になるのは、それでは調整し切れ

ない部分があるということです。各省から出ている競争的研究資金の額やタイ

トルをながめていると、面白いことがわかる。ある極端なケースをみると、あ

る省がある名称の下で制度化した競争的研究資金の総額が極めて少なく、別の

省の大きな名前の競争的資金の中における類似の名前の区分の金額よりも小さ

いことが起きている。お金がいろいろのルートで研究に投入されることで評価

すぺきかもしれないが、各省が工夫して財務省から予算を持っくるといことこ

とにより、大きな桝ではなくて小さな桝に区分してしまうわけであり、配分効

率や研究効率が下がってしまっている。各省の権限に口を付けることになるの

かもしれないが、そういう額の少ない競争的資金をそのままにしていいかとい

うことは、やはり検討すべき話であり、このことはプログラムディレクター会

議で調整できるとは思えない。 

 

○井村会長 

  御指摘の点は非常に悩むところです。日本の今までの各省の研究費をながめ

てみると、従来は、圧倒的に研究班への研究費が多く、班長だけ選んでゆだね

てしまう傾向がある。班長が 10 人なり 15 人の班員を選んで、そして研究班を
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組織する。１人の年間のお金は 100 万ぐらいになり、研究者はそれだけではや

れないので、ほかのところからもたくさん取ってくるということになり、そう

いう現状を全部つかめなかったわけです。やっと平成 13 年度のデータベースが

できますと、何と 13 の研究班にかかわっている人もいたわけです。そういう事

態が初めてわかり、これから改革していかないといけないだろうと思っている。

今回、そこまでダイレクトには書きませんでしたが、総合科学技術会議に置か

れている評価専門調査会において、この６月ぐらいから、主要な競争的資金制

度の評価をします。その中でそういう点を指摘していって徐々に変えていくこ

とが必要だ思っている。 

  現在、諸外国も全く同じ傾向ですが、いろんな研究プログラムの評価という

のが問題になってきており、できたら国際的なハーモナイゼーションをして、

同じ視点に立って、研究費の制度を評価したらどうかという話も今出ている。

これはプログラムの評価で、個々のプロジェクト評価ではありませんが、今年

はまず第１回の評価をやり、一定期間ごとにずっと評価をしていき、プログラ

ム全体が一人ひとり研究費が少な過ぎて細切れになっているとか、班が大き過

ぎるとか、必要もないのに班をつくってやっているとか、いろんな問題点がそ

ういう中から改善できるようにしていきたいと考えている。 

 

○小野田専門委員 

  私は、この担当だったので、今の話とか、この辺の問題は随分議論をしてき

たと思っている。競争的資金が、たとえ政策目標達成のものであっても公募型

で進められるのは、やはり研究の質を上げる大変いいやり方になってくる。た

だし、ここでの多くの議論は、省庁縦割型というものを弊害ととらえるべきな

のか、逆に言えばそこによさがあるととらえるべきか、これは実は両方の側面

があると思う。私は弊害ととらえたものがなかなか打破できないという問題は、

情報の公開ということが進んでいき、ある時間をかければ、必ずいい方向に行

くだろうと思っている。むしろ、恐れているは、縦割のよさが殺されることは

ないだろうかという心配である。ファンディングエージェンシーが独立行政法

人として離れていった場合、独自の路線を歩いていかれると、本省の行政目標

達成という具体的な手段がやや間接話法になってくる。その辺多少心配を感じ

ている。 
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○井村会長 

  今の点は、私はそうは思っていない。独立行政法人は、中期目標を出してや

るので、本省がミッションを指示することはできる。独自性が少しできてくる

のは、例えば研究費の配分、額を変えるとか、同じミッションであってもやり

方を変えるとか、そういう独自性が出てくるだけであって、基本的にはミッシ

ョンオリエンテッドであるということを中期目標で指示しておけば、問題はな

いだろうと思う。 

 

○小野田専門委員 

  そう期待している。 

 

○井村会長 

  それから一本化する方がいいかどうかという問題がある。バイオテクノロジ

ー戦略会議でも言われたが、私も基本的には一本化しない方がいいと思ってい

る。いろいろな省が、それぞれの省のミッションに応じて、少しずつ違う視点

から研究を推進することは、多様性があって国全体として見たらいいだろうと

思う。余りに一本化すると多様性が失われるので、そこは維持すべきだろうと

思っている。ただ、現在のやり方がいいかと言うと、いろんな問題がある。同

じ研究者が同じテーマで、いろんな省からもらって足し合わせると少し取り過

ぎているというのもある。おのずからリーズナブルな研究費というのはあるだ

ろうと思うので、そういう点は調整することが重要だろうと思う。 

 

○笠見専門委員 

  25 ページのグラフを見てみますと、省庁間の連携どころの話ではなく、文部

科学省は七十数％の競争資金を持っている。これがどうなっているのかよくわ

からないが、更にその中が縦割になっていて問題をはらんでいるのか。文部科

学省の中の資金の配分に対して、どういうディレクターを置いて、それを分野

で決めるのか、あるいは何かで決めるのか、そこのフィロソフィーが一番重要

である。そこがずっこけてしまうと、何を書いてあっても実質上は変わらない

ということにならないようにしていただきたいということです。 
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○井村会長 

  お答えしますと、文部科学省は 80％近くを占めているが、これは歴史的な経

緯でそうなっているだけであって、それが妥当かどうかというのはまた別の問

題だろう思う。競争的資金のおおよそ半分が、いわゆる科研費、科学研究費補

助金です。これは研究者が自由な発想でどの分野でも応募できるものである。

通常は学術的な研究、あるいはやや基礎的な研究が中心になりますが、応用研

究もかなりあります。残りのうち、450 億ぐらいがＪＳＴでしたか、これは科

学技術振興事業団のプロジェクトオリエンテッドの研究、かなりトップダウン

のものも含まれています。それから従来は科学技術会議がもっていた科学技術

振興調整費があり、省庁再編で科学技術会議は内閣府になり、内閣府は実施機

関ではないため、それは文科省に付けなさいというのを行革会議から言われて、

文科省に行っています。ただ、それは科学技術政策を推進するお金として使う

ということで、これは総合科学技術会議と文科省が話し合いを頻繁にしており、

それが 350 億ぐらいであり、そういう内訳になっている。 

  今のような分布が妥当かどうかということは別のマターだろうと思うので、

そこは今後評価等をしながら考えていくことが重要ではないかと思っている。 

  

○亀井専門委員 

  プログラムオフィサーとプログラムディレクターの問題だが、この制度の中

で非常に重要な改革の鍵になっている。先ほどの会長のお話でかなり出ている

ということで少し安心はしたが、これに該当するキャリアを持った方というの

は非常に少ないと思う。 

 

○井村会長 

  まだ、実際の人はあまり決まっていないが、15 年度から予算・定員が付きだ

したと申し上げた。 

 

○亀井専門委員 

  これは量も必要でしょうが、それよりも質的なものが非常に重要だとなると、

今の日本の中からどのように選抜するかが非常に問題だと思う。それについて、
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12 ページに「確保と育成」というのがある。この辺について少し意見がありま

す。特に質的な問題ということになると、研究者としてかなり実績のあがった

方ということになってくると思う。そうすると、むしろそういう形で特性を限

定して強制的に引っ張り出すことが良いのではないか。それからもう一つこう

いうマネージメントの仕事というのは、若いうちからやらないと力がつかない

ということもあるが、若い人は自分の研究の方が優先するのでよほどインセン

ティブが与えられないとやりたがらない。やはりいろいろなことをよくわかっ

た方ということになると、かなりの実績のある方々、名誉教授クラスの方が該

当すると思う。これはすぐに活動しなければいけない問題ですから、強制的に

枠を決めて引っ張り出さないと、ちょっと間に合わないと思う。 

 関経連の関係で、ドイツ、イギリスに産学官連携で調査に行ったが、すばら

しいのがたくさんいる。これをやることによって、御本人の一つのキャリアに

なっている。また、あそこはああいう先生が選抜しているからということが、

その機関の権威付けになり、また権威のある機関に人があつまることがあって、

あそこへ出そうと積極的に動くこととになる。これは非常に重要な問題と考え

る。何かもう少し具体的に選抜、育成というのは考えていかなければならない。

育成は別にしても、当面可能な範囲で適格者の数を決めて、強制的に選任する

ことによって少しずつよくなってくると思うが、どんな具合なのか。 

 

○井村会長 

  おっしゃった点は、非常に我々も心配をしている面もある。日本の大学の先

生がこういうところへ出てきてくれるかという問題です。 

  プログラムディレクターは、その分野でかなり名のある人になってもらわな

いと、全体を見通していろんな意見を言うことができないだろうと思う。そう

すると定年近いぐらいの先生に来てもらって、全体を見てもらうということが

大事ではないかと思う。 おっしゃるように、例えばイギリスのメディカル・リ

サーチ・カウンシルですと、私はそこのディレクターをよく知ってますが、Sir

をもらっているオックスフォードの教授である。月曜から木曜までロンドンに

来て、研究費の配分等の仕事をやっている。そして金、土はオックスフォード

に帰って研究をする。大学のティーチングとか、その他の義務は全部免除して

もらい、６年の約束でやっていると言っていた。そういう仕組みがつくれない
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といけないと思う。ただ、我々が人事まで口を出すことはできませんので、そ

れぞれの省、あるいはそれぞれの配分機関の独立性を尊重しないといけない。

難しいところだが、我々としては、プログラムディレクターはそういう人であ

ってほしいと思っている。 

  プログラムオフィサーについては、もう少し若手で、助教授クラスの人で、

場合によってはフルタイムではなくてパートタイムになることもあるかもしれ

ない。いずれも大学が協力してくれないとできない。アメリカのＮＳＦは 400 

人プログラムオフィサーを持っている。そのうちの 40％が大学から出てきて、

残りはパーマネントにそこにいる人で、全部研究歴のある人です。その 40％は、

やはり週に４日デューティー、あとは帰ってよろしいということでやっている。

日本はすぐそこまでできないかもしれないが、やはりそういう形を考えて、い

い人を持ってこないと、全く形骸化してしまっては意味がない。大学の先生方

にも、これが決まったらこういうことをよく理解していただけるような努力を

しないといけないと思っている。 

 

○岸専門委員 

  今期の最大の課題が競争的研究資金にあったと思うが、25 ページを見る限り

非常に心配である。是非増えてくれることを祈るという以外にないと思う。増

えるのはいいことだとは思うが、少し質問させていただきたい。ファンディン

グエージェンシーと各省の本省で分けて資金を提供しているが、それについて

今の先生の御意見だと、やはり統一された方がいいという御意見だと理解して

よろしいか。 

 

○井村会長 

  そういうことです。 

 

○岸専門委員 

  それから、次に競争的資金が大事なのはわかるが、今、アメリカなんかでも

よく聞くのは、少しＮＳＦはちまちましてきて、ＤＡＲＰＡなんかのトップダ

ウンで大きく決めて、それから公募した方が業績が上がってくるという話が

我々の分野ではよく聞かされている。日本では科研費の採択率はたしか 20％ぐ
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らいですか、アメリカの方は申請して採択される率は低いのか。 

 

○井村会長 

  採択率は向こうの方が高いと思います。日本はアプリケーションがめっぽう

多い。ＮＳＦはたしか年間１万 5,000 件ぐらいでしたかね、日本は新規だけで

７万件とか８万件。 

 

○木村参事官 

  ７ページの下から２つ目の○のところで、科研費とＮＩＨと分野が違うので、

一義的には比較できないが、科研費で言うと、申請件数が約８万 5,000、採択

件数が 2,000 です。ＮＩＨと科研費を比較するのが適当かどうかよくわかりま

せんが、予算規模も見ていただくと、ここに記載されているような状況である。 

 

○井村会長 

  確かにＮＳＦについてはおっしゃったような問題が出てきている。それは過

去 10 年を見ますと、ＮＩＨはどんどんと増やしたが、ＮＳＦはなかなか増えな

かった。だからＮＳＦが相対的に少なくなってきているわけです。現在、リ

タ・コルウェル長官は、５年間で倍増をして、研究費を２倍にしたいという構

想を掲げている。我々も倍増を考えており、ここと少し似ているが、そういう

状況だろうというふうに思う。だから日本は、どうしてこんなに多いのかとい

うのが、かなりいろいろ議論になった。プロジェクト会合で、ある委員の方は、

大体アメリカの方はきちんとして、20 ページか 30 ページの詳細な実験計画ま

で書かせるが、日本の実験計画を見たらほとんど書いていないということであ

った。こんなのだったらだれでも出せるので、是非実験計画をきちんと書かせ

なさいということを強く主張された委員がおられ、そのこともここに書き込ん

でいる。 

  これがどのぐらい実現できるかわからないが、どうも今まで細切れ細切れに

して、採択率を余り落とさぬためによけい細切れになり、しかも期間が短かか

った。かつては１年ものもあった。それが今は最低２年です。しかし、やはり

２年というのは短いだろう。最低３年必要だろうと思うし、細切れにしないよ

うにすると採択率が一層下がるので、その辺をどうするのかというのは非常に
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苦慮するところです。 

 しかし、改革はしていかないといけないので、まず申請をきちんと方法まで

書いて、そしてできるだけレフェリーが、今までの実績ではなくて、その提言

の新規性、創造性を評価してだす。そういうふうにしなさいということは、こ

こに書いてますが、言うは易くしてなかなか難しいと思う。 

 

○岸専門委員 

  ＮＳＦで、こういう競争的資金申請の中に、教育等の関連みたいなことを書

く項があるとよく伺うが、大学改革ということで、どこかで教育とはつながっ

ているとは思うがいかがか。 

 

○井村会長 

  教育の問題も、最後の方に教育と研究というところで教育も十分重要だとい

うことを書いている。それからＮＳＦと日本の違いは、御承知のようにアメリ

カでは従来、大学には政府は一切関与しなかった。最近になって教育改革が重

要だということで、ＮＳＦもファンドをつくっているが、日本は文部省が持っ

ているファンドが多い。例えば、大学と高校教育のアーティクレーションをど

うするのかということでプロジェクトがＮＳＦにはある。 

 

○岸専門委員 

  いずれにしても、研究の競争的資金というものが、大学の人が多いので、や

はりどこかで教育と結び付くのも非常に重要な側面だと思っているので、どこ

かでそういうことも考えないといけないという気がする。 

 

○山下専門委員 

  研究費のデータベースの話ですが、随分前にはいいデータベースをつくろう

ということで議論があったと思う。結局完成して大いに利用されているという

ことを聞いているが、そのできばえはいかがなのか。資金マネージメントにな

ると、大変有効なはずです。それは広く使われているのか、そこへアクセスす

るのはだれならできるのか、その辺を少しお話を伺いたい。 
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○和田審議官 

  データベースについては、平成 14 年度及び 13 年度をとりあえずデータとし

て取り込んだが、14 年度は、競争的資金については 100 ％、それから競争的資

金以外の、いわゆるプロジェクト資金については、今、ほぼ 90％程度終わり、

これからそれをどのように利用するかということになっている。それで現在の

ところは、残念ながらまだ総合科学技術会議の事務局のコンピュータでしか利

用できないことになっているが、今の個人情報保護の問題などもクリアしなが

ら、できるだけ早期に、できればあと数か月以内に各省の研究開発を扱ってい

る人たちは、自分のコンピュータからアクセスできるようにしていきたいと思

っている。 

 

○井村会長 

  これは個人情報と言えるかどうかはわからないが、個人がどれだけお金をも

らっているか全部わかるようになる。どういう形でオープンにするかを総務省

と協議をしている。 

 

○亀井専門委員 

  今のデータベースに関してですが、この 15 ページを見ますと、書面審査、評

価結果までオープンになる。そうしますと、いわゆる知財権との問題が出てく

ると思う。問題は研究の初期段階と、知財権の確立というのがどうもなかなか

難しいみたいで、これを公開すると、その辺のセキュリティーが非常に難しく

なってくると思う。ただ、こういうのは公開しないといけないという建前から

考えられたものですから、この業務にかかわる特定の、本当に必要な分野の人

達だけがアクセスできるような縛りをしておかないと、問題が出てくるという

感じがする。 

 

○井村会長 

  応募の段階で電子化すると、特に今の問題が出てくると思う。だから、その

場合には公開できる部分を制約、制限しないといけないと思う。 

  それから、将来結果が入ってくる段階になると、その段階では、もうパテン

トを押さえておいていただくということにしないといけないと思う。だから、



 15 

その辺のところは確かに配慮が必要だろうと思うが、データベース化できるま

でにはかなりの時間がかかる。研究が終わって、報告書を出してもらって、そ

れからですから、その間に知的財産ができれば、それは権利化しておくことが

可能だろうと思う。応募の段階は、本当にどこまで公開するかは難しいところ

で、研究方法まで書いてもらうと、それを盗むこともできるわけです。そうい

うことがあってはいけないので、そこは慎重にしないといけないと思う。 

 

○市川専門委員 

  競争的資金の配分のポリシーに関わることと、先ほど会長がおっしゃった総

合科学技術会議は実施機関ではないのでお金がないこと、の 2 点について申し

上げたい。 

 あらゆる活動は、計画／実行／評価（plan/do/see）のサイクルを回すのが常

識である。ところがわが国ではそのうちの do の部分にはが付くが、plan の部

分と see の部分に金が付かない。総合科学技術会議も、そういうピットホール

に落ち込んでいることがわかりました。たとえ高いレベル、政策レベルであっ

てもブラン･ドゥ･シーのプランとシーのところに、きちんと金が付くような仕

組みをつくっていただきたい。 

 先ほど総合科学技術会議として関連する研究を調整するメカニズムとして、

イニシアティブを考えるという話があったが、現在、試行的に走っているイニ

シアティブの 1 つ、関わっている私自身の経験で申し上げると、イニシアチブ

のにおける計画と評価にはどこからも金がこない。私が非常に密接に関係する

と思う競争的研究資金制度ところへ行ったが、研究を実施しないといだめであ

って、頭だけ使ったのではだめであるとの話でした。ですから、我が国は体を

使う do には金が出るが、頭を使う plan とか目を使ったりする see には金が出

ない。何とかこれを競争的資金の中でも配分の対象としてお考えいただきたい。 

 

○井村会長 

  確かにそのとおりで、例えば、プログラムディレクター、プログラムオフィ

サーにしても、外国は総研究費の３％～５％は取っていい。そうでなければ全

体の効率的な配分はできないと言っている。これから、そういうことを我々も

声を大にして言っていかなければいけないと思う。 
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○笠見専門委員 

  基本的に我々が期待するのは、大学の若い先生が本当にちゃんとした仕事を

していただきたいということです。多分ヒアリングされていると思うが、若い

研究リーダーたるべき人たちが競争資金について何が問題だと思っているかを

もう少し浮き彫りにしながら、結果としていい政策実行ができるようにしてい

ただきたいと思う。 

 

○井村会長 

  それも非常に大事な問題で、今年は総合科学技術会議ができるだけ大学の現

場に出ていき、皆さんの話を聞こうということで、既に始めている。まだ、始

まったばかりで、余り一般化はできてないが、意外に若い人の考え方が保守的

です。我々の考えていることと全く違う方向に向いていることもあって、かな

り心配です。そういう辺りをもっともっといろんな形で啓蒙していかないとい

けないと思うが、大学の現場が余り時代の変化を認識していないという心配が

ある。私自身の印象ですが、若い人もその中で考える傾向があるのではないだ

ろうかという気がしている。 

 

○小野田専門委員 

  今回のこのレポートの特徴は、競争的資金という言葉を使いながら、それを

配分するサイドの改革の問題と、受け取るサイドの改革の問題が渾然一体とし

て提言されている。この両サイドの改革が、ハーモナイズしながら進まないと

効果が出てこないという仕組みになっているんではないかと思う。それだけに、

ある意味でこの提言のフォローアップの難しさというのが大変あるのではない

かと感じている。今の発言にそこの問題があって、若手のアカデミアの方々た

ちのいろんな意味での改革が進まないと、この競争的資金制度も生きてこない

仕組みなっていると感じる。そういう点で言えば、アカデミアのキャリアパス

に大きなメスを入れようというのは、ある意味では半世紀にわたる課題の一つ

の改革ですので、大変大きな命題ではないかと感じている。 

 

○笠見専門委員 
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  私も産学連携の方のワーキングをさせていただいたが、形の上での産学連携

では全然意味がなく、ベースとなる志のところで、あるいはマインドのところ

で共通の基盤が持てるかどうかが重要と思う。ですから、競争的資金も最初か

らいい提案というのは、ひょっとしたらそうは望めないかもしれない、そうだ

とすると、提案者とのインターアクションをその配分機関がどの程度やるのか、

プログラムオフィサーが産業界も含めていいチームを組んで、オリジナルな提

案を尊重しながらインターアクションを起こしてより良い内容にしていく、さ

らには中間フォローと議論をちゃんとやっていくことが必要と思う。そういう

ことも、若い人の考え方が保守的であることが本当だとすると、幾らそこに金

を出してもいい成果は期待できないと思うが。 

 

○井村会長 

  これは、私の印象が間違っているかもしれないので、もう少し期待していた

だいた方がいいかもしれない。 

 

○笠見専門委員 

  産学連携の基本は、お互いのインターアクションによる問題意識の共有だと

思う。だからそこをこのメカニズムの中にもどういう形で入れるのがいいのか

わからないが、是非考えていただきたい。 

 

○井村会長  おっしゃるとおりで、そこは大変重要な問題であり、大学を訪問

しようと考えたのもそういうところからです。それから、大学改革をここに提

言しているが、この総合科学技術会議が直接大学改革に責任を負う機関ではな

い。文部省の中央教育審議会が最終的な責任機関ですから、文部省の中教審の

大学、大学院関係をやっている方と、それから科学技術学術審議会のキーメン

バーと我々とが定期的に話し合いができる場所をつくっていきたいという話も

進んでいる。 

  そういう中で、先ほど指摘のあった配分する側と受け取る側の改革を少しづ

つ実現の方向に持っていかないといけないと思っている。 
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○三輪専門委員 

  ミッションオリエンテッドな目的で、この競争的資金がたくさん導入されて、

いろいろ議論があったが、私は会長の考え方、整理は非常にいい整理だと思う。

いろんな特色ある資金が、その特色を生かして目的を達成しながら全体が競争

的になってくるのはいいと思う。ところがある新聞の記事で、競争的資金の中

に、非常に不透明な、例えば政治的な背景を持った課題が潜り込んでいたとか、

そういうようなことが、要するにほかの予算が削られてこっちに来たものです

から、そういう報道があって、私どもの官庁関係でそういうところが少し心配

になっている。要するに少し筋の悪いものが競争公募型の中に潜って金がいっ

てしまうことがある。 

  それから計画どおりにいかない場合に中止をするといったような関係におい

ては応募者と審査者の責任問題について、これをどう取るかというのがかなり

大きな問題になると思う。一般的にこれまではできもしない計画を述べて金を

取るということで応募者の責任だとなっていたが、それだけではないんではな

いかという感じがする。その辺のところで何か議論があったか。 

 

○井村会長 

  そこまで細かいところの議論まではしていない。ただ、プログラムディレク

ター、プログラムオフィサーを置くのは、そういう意味もある。今度はプログ

ラムディレクター、あるいはプログラムオフィサーの責任問題にもなってくる

わけです。勿論研究ですから、一生懸命やってもできないのはいっぱいあるわ

けで、それは仕方ないことだろうと思うが、計画が杜撰なのを取ってしまった

ということになると、それは取る方の責任です。だから、こういうプログラム

ディレクターは、やはり５年なら５年はやってもらい、その間は責任を負って

やっていくということが重要で、そういう意味でもマネージメントと、それに

対する責任をきちんと取っていただくために、こういう制度が必要だろうと考

えた。 

 

○三輪専門委員 

  先ほどプランとシーのところにお金をかけないと発言があったが、今の発言
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のところが手がかりだと思う。一番責任の重い仕事であると思う。したがって、

井村先生も外国の例を出したが、相当な人が相当な労力と時間を割いてやるべ

きことであり、かつ結果責任を持とうということであれば、当然そこにかかる

経費とか処遇とかはそれなりのものに見合ったものにしないといけないので、

審査責任の重さみたいなものをもっと強調したらどうかというのが私の意見で

す。 

 

○井村会長 

  それも１つのポイントだろうと思う。例えば本当は研究費が 100 億あれば評

価とマネージメントに３億は取るということを、やはり言っていかなければい

けないと思う。今まで日本は、そういうところはただでできると思っている。 

  ほかにございませんか。ありがとうございました。いろいろ貴重な御意見を

いただきました。今いただいた御意見がどこまで反映できるか少し考えさせて

いただいて、書き込めるものなら書き込みたと思っている。 

  これは、来週早々に実施される総合科学技術会議の本会議にかけ、意見具申

ということにしたいと考えている。それを受けて各省で実施をしていただく予

定です。 

  あと、報告書を出すのは易しいことですが、それを実現するのはなかなか大

変だということを昨日も念を押された。我々としてもできるだけ実現をしてい

きたいと思っているが、このシステム改革専門調査会からも是非厳しい監視と

御叱責をいただきたいと思う。 

 

●研究開発型ベンチャープロジェクトチーム検討状況について 

  それでは、次の課題の研究開発型ベンチャーの創出・育成のプロジェクトに

ついて、これから報告をしていただく。 

 

（事務局から資料２について説明） 

  

○井村会長 

  ありがとうございました。それでは、御質問、御意見がございましたらお伺

いをしたい。 私もできるだけ出ることにしているが、なかなか論客が多く、し
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かも成功者ばかり集めている。失敗した人も少し入れないといいけないという

意見もあるが、そういう中で今のような議論が進んでいるところです。 

  どうぞ。 

 

○市川専門委員   

  具体的な事柄というよりは、こういうベンチャー創出あるいは育成に関わる

いろいろな制度を考えるときの基本について申し上げる。我が国では新しいこ

とをするときに、それを邪魔している法律とか規制を廃止するのではなく、そ

れをそのままにして、そこに特定の事柄について抜け穴をつくるような形で制

度あるいは法律を制定し規制緩和をするという姿勢で進むことが非常に多い。

結果として、関連する法律あるいは規制等が非常にたくさんになり、見るだけ

でも大変だという構造ができる。一番の根っこにあって邪魔しているものを取

り外していくというスタンスで規制緩和を進めるのがいいと考える。 

 

○井村会長 

  何か改革すべき法律は、たくさんあるわけですか。廃止すべき法律とかはあ

るのですか。 

 

○三浦参事官 

  制度的な面までは詰め切ってないが、税制等は当然法律事項になるし、補助

金の方の話等については、これは予算措置等によるものが多いので、運用の改

善等で済むものもあると思う。担当の役所と相談をして一番近い道を選びたい

と思っている。 

 

○井村会長 

  ベンチャーに関しては、税制は更に改善の余地が相当残っている。例えばエ

ンジェル税制なんかも問題になっていますから、まだこれから改善していかな

いといけないだろうと考えられる。しかし、ここでは税制問題をそれほどダイ

レクトには議論をしていない。 

 

○小野田専門委員 
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  三浦さんの御説明を伺っても、ありとあらゆるものがこの中にある感じがす

る。日本という国を考えた場合、このベンチャーを育成していく国全体として

考える場合に、北欧やヨーロッパの一部の国型のやや公的な資金を駆使しなが

ら国全体で育てていくのか、それともアメリカ型で民の力でそれが可能になら

しめるような枠組みの下でやるのかという両方が入っているので、どこに力を

入れていいのかわからないが、何か１つの方向性は決められないものか。両方

やっていくのか。 

 

○井村会長  どうぞ。 

 

○三浦参事官 

  正直な状況をいいますと、委員の間には、このような官の力に頼ったような

やり方、支援はよくなく、もっと民のお金、1,400 兆の老人たちが銀行に預け

ているお金を引っ張り出す政策のところに集中すべきだということを強くおっ

しゃる方もおられますし、いやそうではなくて、やはり公的な形での推進とい

うのも図っていかなければいけないという方も両方おられて、議論があるとい

う状況です。 

 

○井村会長 

  アメリカ型の方は、ベンチャーは助ければ助けるほど悪くなり、苦労をして

やらなければいけないという考え方です。一方では、例えば政府調達なんかを

増やしてもらって助けてほしいという考え方もある。なかなかその辺は難しい

ところだろうと思う。 

  どうぞ。 

 

○笠見専門委員 

  ６ページのアメリカのアリゾナのＲＳＴですか、これはどういうのか少し関

心がある。その前に、やはり技術オリエンティドにものを考えるだけだとなか

なかマーケットに継らない。マーケットから引っ張っていくという視点と技術

を推す視点がなかなか融合しないのが一番難しいところだし、大学も本当にマ

ーケットから離れている。そういう構造的な問題を日本は持っており、そこを
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どうやって解決するかが重要である。  もう一つは、新しいマーケットの創造

は非常に難しく、特に日本ではマーケットインするときの制約がいろいろあり、

その辺の２つが非常に大きなポイントではないかと思う。結び付けるところの

１つとしてＲＣＴというのはどんな役割をしているのかと思い質問した。 

 

○井村会長 

  どうぞ。 

 

○三浦参事官 

  ちょうど御指摘のところと問題意識が当たっていると思う。ＲＣＴは、もと

もとは、まだアメリカでもＴＬＯがなかった時期にＴＬＯの役割を担う民間Ｔ

ＬＯでした。したがって、技術移転をやっていました。ところが、各大学にＴ

ＬＯができた後は、仕事の主体をシフトして、各大学だけではマチュアになっ

ていない技術をもらってきて、それを開発し、マーケッタブルまで持っていっ

て売っている。例えば、典型的にはライフサイエンスの創薬の問題です。一定

の知見のレベルのまでやって、リスクが少なくなってから製薬会社に引き渡す。

そういう間の開発事業を行うモデルを先に取り入れてやっているという会社に、

今、変身しつつある。ただし、ＴＬＯが余りなかったころに持っていたキラー

ライセンスと呼ばれる非常に大ヒットしたライセンス料で食っている状態なの

で、将来もそのビジネスモデルでいけるかどうかは、まだよくわからないと実

際に訪ねた方は紹介していました。したがって、我が国でこういったものが成

立し得るのかどうかは、はっきりわかりません。 

 

○井村会長 

  企業が求めているものと、大学がいいシーズだと思っているものは必ずしも

一致しないし、それからお互いによく知り合う機会が少ないということが問題

だと思う。 

  本年も６月に京都で産官学連携推進会議をやる。これは実務者会議で、大学

からいろんなブースを出していただいて、こういうシーズがありますという情

報を出していただこうと思っている。そういう機会をつくっていかないと仕方

ないと思う。 
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  先週、リヨンでのバイオビジョンという会議に行ってきたが、これは産官学

の関係者が集まって、今年はワトソン・クリックの二重らせんモデル 50 周年な

ので、ノーベル賞学者を 10 人ほど呼んで、ノーベル・デイというのをやった。 

  同時に、バイオ関係の企業のバイオスクエアを並行して同じ会場でやってい

た。そのバイオスクエアに行きますと、いろんな技術を宣伝していた。そして

ワン・トゥ・ワンで話ができるブースをつくっていた。よく売れるところは２

日間スケジュールがびっしり詰まって、どんどん面会が来ていた。だから、や

はりいろんな機会をつくっていくしか仕方ない。ここには書いていないが、今

ところまだ、産業界と大学とは必ずしも十分なコミュニケーションができてい

ないので、そういうのを増やしていくことは重要だ思っている。 

  どうぞ。 

 

○亀井専門委員  商売になるかどうかというのは、先ほども議論があったよう

に、マーケットの問題があるが、既製品の改良は別にして、その前にマーケッ

トというのは創造するものと思う。特に新しい技術の商品化、いわゆる産業創

造というのは、マーケットをつくることです。そういうことからいきますと、

やはりシーズオリエンテッドということが１つの重要な問題になってくる。そ

れから今我々が考えているのは、大学の知識をいかにして産業化するかという

ことですが、いろいろなベンチャーの中で、スピンオフ型ベンチャーというの

を重点的な政策提起することも１つの方法かなという感じがする。 

  先日、ミュンヘンでＢＴＵについて少し聞いてきたが、大学側に競争的資金

や何かで基礎研究やシーズの研究開発に比較的潤沢に資金が投入されてきてい

る。それを今度は産業化するためにシーズ側から外に出していく、そこの過程

を支援していくということがやりやすいのではないかと思う。 

  それから、我々企業側から見ますと、特に企業は、今非常に厳しい経営をや

っている。特にリスクテークの問題があるので、海のものとも山のものともわ

からぬものに金を投資しないという非常にまずい形になっている。従って、当

面これは期待できないので、むしろプッシュ・プルでいくと、プッシュの方を

重点的に当面やっていくことが必要なのかなという感じがする。 

 

○井村会長 
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  スピンオフの問題は、非常に重要だろうと思うし、かなり議論がされた。特

に大学からのスピンオフだけではなく、大企業からのスピンオフも重要ではな

いかと思う。大企業でいい技術を開発したが、規模が小さかったりリスクは取

れないというものをスピンオフでやってどこかに売り込むとか、そういうこと

も重要ではないかという話もあったと思う。 

  ほかに何か。 

   

○小野田専門委員 

  ベンチャーは、失敗するのが当たり前だとの前提に立って制度設計をしない

とできないので、日本の倒産法の壁は非常に厚い思う。それからそれにまつわ

る我々の社会的な慣習と申すか、是非この壁を破っていかないと、なかなか難

しいと感じる。 

 

○井村会長 

  そこは非常に大きな問題です。これはかなり繰り返し議論がされてきている。   

 

○三浦参事官 

 ここに書いてあることは、既に破産法等の民事訴訟法の改正の中身に出てきて

いるところです。実は今、個人が破産しますと、１か月分ぐらい生きていく衣

類と食事代とか、そのぐらいしか残らないので、本当の生活の最低限ぐらいし

か残らないようになっている。余りにも時代と離れておりますので、何らかの

改善をされるような方向で、今、検討されていると伺っている。 

 

○井村会長  ほかによろしゅうございますか。 

  それでは、大変どうもありがとうございました。これは現在議論中であり、

今日いただたような意見もできるだけ反映させながら今後まとめをしていくと

いうことにさせていただきたいと思う。 

 

○井村会長  それで議事録に関しましては、前回の会議の議事録を資料３とし

て配布しております。御確認いただき、問題がなければこのまま公表いたしま

すので、問題がありましたら早急に事務局まで御連絡をいただきたいと思いま
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す。 

  また、資料１の競争的資金制度改革プロジェクトのとりまとめについては、

まだ、少し手を入れたいと思っており、これは非公開とさせていただく。 

 

○岸専門委員 

  関係ないが「死の谷」は、そろそろ総合科学技術会議公用語になってきたと

考えてよろしいか。 

 

○井村会長  公用語として取ったものではないが、このベンチャーのプロジェ

クト会合では盛んに使われていた。 

 

○岸専門委員  基礎研究とか、実用化研究で、むやみにこういうのが出てきて

しまうと、何かはっきりしないなという気がして、余りつくらない方がいいと

いう気がしている。 

 

○井村会長 

  これはこのプロジェクト以外には余り使っていない。 

 

○木村参事官 

  実は、この会議の産みの親の尾身大臣がこの言葉を気に入り、当初設置趣旨

を書いた紙に「死の谷」を乗り越えるためにどういう方策を講じたらよろしい

のかというふうに書いてある。ただ、それ以上のところには確かに使われてお

いない。 

  例えば、冗談と思って聞いていただきたいが、産学官連携のある会議をやる

ときのテーマに、「死の谷」を越えてというテーマにしたらどうだという意見

があったときに、ちょっと縁起が悪いという意見も出たが、主には研究の基礎

研究を実用化して事業化していく段階でのところに、費用がそこに注ぎ込まれ

ない一般的な傾向があるということで言われている。アメリカの商務省等の文

章にも使われており、わかりやすいということで使ってきている次第です。 

 

○井村会長 
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  アメリカ人は、たしかデス・バレーとは言わないで、バレー・オブ・デスと

言う。だから一般語にしているのではないでしょうか。そういう言葉をこの間

アメリカ人の講演の中で聞いた。 

 

○井村会長 

  今日は、競争的資金プロジェクトのまとめた報告について意見をいただきま

した。いろんな貴重な御意見が出たので、訂正できる点は訂正していきたいと

考えている。 それから、ベンチャープロジェクトについては、今、中間報告を

していただき、これについてもいろんな御意見をいただいた。 

  あと、大臣からご挨拶をお願いしたいと思う。 

 

○細田大臣   

  本日は、お忙しい中、システム改革専門調査会に御出席いただきありがとう

ございます。先ほど、競争的研究資金制度改革のとりまとめについては、御出

席の先生方にも大変お世話になりながら、しかも大激論の中をおまとめいただ

いたものです。 

  いろいろ重点４分野の問題とか、知的財産権の問題、その他、たくさんのベ

ンチャー等、産学官、いろんな課題がある中で、競争的研究資金制度の改革の

在り方については極めて重要な要素がたくさん含まれている。そういう難しい

中、おまとめいただいたことについて、心から感謝を申し上げるとともに、ま

ず、大前提はこの倍増計画を何とか形をなさなければいけないので、小さなパ

イを分け合うといろいろな考え方が出てくる。乏しい中を分かち合っているか

ら、ほかにはちょっとあげにくいというような議論も出るわけで、何とかいろ

んな工夫をして、予算獲得をしていきたいと思う。 

  いろんなやり方があるが、例えば民間を対象とするような新しい制度を考え 

                                                                                                                                                                               

るとことも１つの考え方だと思うし、それから繰越明許費は認めてもらったの

で、制度の運用は研究者の方々には非常に便利になるはずです。しかし運用に

よってそれが不便になってはいけないし、どのような形で運用していくかと、

そういうことが認められ、また独立行政法人化の中で、例えば補正予算は、非

常に大きな額が景気対策ということで認められる。その景気対策も、いわゆる
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従来型の公共事業ばかりやっていてはいけないので、大学の施設整備費などに

はかなり回っているが、今一つ繰越明許でもある競争的研究資金も景気効果が

あることの理論を構築すると、少し多くのお金が取れるのではないかなどとい

うアイデアも私は出していて、来年度予算に向けていろんな内部的な議論を行

っている。基本的にファンディングエージェンシー、その他、この報告書の線

に沿いながら、総合科学技術会議の有識者議員の先生方に中心になっていただ

き、一歩一歩、歩を進めてまいりたいと思っている。 

  また、今後の課題はさまざまですので、先生方のいろんな側面からの御貢献

をお願い申し上げ、御礼に代えさせていただきます。 

  本日は、どうもありがとうございました。 

 

○井村会長  大臣、お忙しい中をありがとうございました。 

  それでは、本日のシステム改革専門調査会を、これで終わらせていただきた

いと思う。それでは、大変どうもありがとうございました。 

 

○細田大臣  ベンチャーの税制も少しまだ足りません。何かできたからいいと

いうのが財務省の体質ですが、しかし実際に役に立たないものは役に立たない。

しかも全体が貧しくなっている中で、何かこっちでもうけたら、こっちと調整

すると言われても、もうかっている人がいないわけですから、何とかしなけれ

ばいけないということで、何とか知恵を出したいと思っています。 

  どうもありがとうございます。 

 
 

以上 


